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令和２年 １月１４日 

御殿場市ＳＤＧｓ推進本部 

 

Ⅰ．目的 

 地方創生の目的として「人口減少と地域経済縮小の克服」「まち・ひと・しごとの創生と

好循環の確立」が指摘されている。これらを達成するためには、中長期を見通した持続可能

なまちづくりに取り組むことが重要であり、自治体においてＳＤＧｓ（2030 年を目標年次

とした国連「持続可能な開発目標」）達成に向けた取組を推進することは、地方創生・地域

活性化に大きく資するものである。このため、本市においてＳＤＧｓに取り組んでいくにあ

たっての指針を定めるものである。 

 

Ⅱ．ＳＤＧｓの動向 

１．国際的動向 

2015 年９月の国連サミットにおいて、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性

のある社会の実現のため、2030 年を年限とする１７の国際目標（下位に１６９のターゲッ

ト及び２３２の指標）であるＳＤＧｓ（= Sustainable Development Goals 持続可能な開発

目標）が全会一致で採択された。 

【ＳＤＧｓ１７目標】 

１．貧困をなくそう         ２．飢餓をゼロに   

３．すべての人に健康と福祉を    ４．質の高い教育をみんなに   

５．ジェンダー平等を実現しよう   ６．安全な水とトイレを世界中に   

７．エネルギーをみんなに、そしてクリーンに   

８．働きがいも経済成長も      ９．産業と技術革新の基盤をつくろう   

１０．人や国の不平等をなくそう   １１．住み続けられるまちづくりを   

１２．つくる責任つかう責任     １３．気候変動に具体的な対策を   

１４．海の豊かさを守ろう      １５．陸の豊かさも守ろう   

１６．平和と公正をすべての人に   １７．パートナーシップで目標を達成しよう  

御殿場市ＳＤＧｓ推進指針 
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また、2019 年９月に開催された国連ＳＤＧサミットで採択された政治宣言においては、

行動の加速化のため、 

ａ）誰一人取り残さない ｂ）適切かつ的確に管理された資金の動員 

ｃ）国内実施の強化 ｄ）より統合された解決策のための体制の強化  

ｅ）実施を加速するための地域における取組強化 ｆ）災害リスク軽減と強靭性の構築 

ｇ）国際協力とグローバルパートナーシップの強化による課題解決  

ｈ）持続可能な開発のためのデジタル変革に重点を置いた科学技術イノベーション活用 

ｉ）ＳＤＧｓのためのデータと統計への投資 ｊ）ハイレベル政治フォーラムの強化 

にコミットすること及び、2030 年までにこのビジョンを実現するため、今後１０年間で  

共通の努力を加速することを宣言している。 

 

２．わが国の動向 

わが国においては、政府において推進本部が設置され、実施指針及びアクションプラン等

が示されてきている。 

2016 年５月 ＳＤＧｓ推進本部設置 

      （総理を本部長、官房長官・外務大臣を副本部長、全閣僚を構成員とする） 

2016 年 12 月 『ＳＤＧｓ実施指針』策定 ･･･８つの重点分野 

      ①あらゆる人々の活躍の推進  

②健康・長寿の達成  

③成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション  

        ④持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備  

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動対策 

     ⑥生物多様性、森林、海洋等の環境の保全  

⑦平和と安全・安心社会の実現  

⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段 

2017 年 12 月 『ＳＤＧｓアクションプラン 2018』決定 

2018 年８月 ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム設立 

2018 年 12 月 『ＳＤＧｓアクションプラン 2019』決定･･･３つの柱 

   ①ＳＤＧｓと連動する「Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0」の推進  

②ＳＤＧｓを原動力とした地方創生、強靱かつ環境に優しい魅力的なまちづくり 

   ③ＳＤＧｓの担い手として 次世代・女性のエンパワーメント 

2019 年６月 『拡大版ＳＤＧｓアクションプラン 2019』決定 

   Ｇ20 大阪サミット議長国として 

①質の高いインフラ②防災③海洋プラスチックごみ④気候変動⑤女性⑥保健 

⑦教育 の７分野でリーダーシップ発揮 

2019 年 12 月 『ＳＤＧｓ実施指針』改訂 

『ＳＤＧｓアクションプラン 2020』決定 

     今後の１０年を２０３０年の目標達成に向けた「行動の１０年」とすべく、 

政府の具体的な取組を盛り込んだ。 
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Ⅲ．ＳＤＧｓと地方自治体 

ＳＤＧｓの特徴として、 

   普遍性 ⇒先進国を含め，全ての国が行動 

   包摂性 ⇒人間の安全保障の理念を反映し、「誰一人取り残さない」 

   参画型 ⇒全てのステークホルダーが役割を 

   統合性 ⇒経済・社会・環境に統合的に取り組む  

   透明性  ⇒定期的にフォローアップ 

が規定されており、各国・各地域における実効性が担保される必要がある。 

 

 

わが国では、2019 年 12 月改定『ＳＤＧｓ実施指針』において、地方自治体の役割として、 

「国内において『誰一人取り残されない』社会を実現するためには、広く日本全国にＳＤＧ

ｓを浸透させる必要がある。そのためには、地方自治体及びその地域で活動するステーク

ホルダーによる積極的な取組が不可欠であり、一層の浸透・主流化を図ることが期待され

る。現在、日本国内の地域においては、人口減少、地域経済の縮小等の課題を抱えており、

地方自治体におけるＳＤＧｓ達成へ向けた取組は、まさにこうした地域課題の解決に資す

るものであり、ＳＤＧｓを原動力とした地方創生を推進することが期待されている」とし

ており、ＳＤＧｓ実現のためには日本国内においても全国の自治体がステークホルダーと

共に積極的に取組を進めることが不可欠とされている。 

政府としては、一層の普及啓発活動を通じて、全国津々浦々までＳＤＧｓの認知度を上げ

るとしており、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（～2024）においてＫＰＩ（重

要業績評価指標）として、ＳＤＧｓの達成に向けて取り組む自治体の割合を現状の１３％か

ら 2024 年度に６０％とすることが掲げられている。また、日本のＳＤＧｓモデルを世界に

発信（2020 東京オリンピック・パラリンピック、2025 大阪万博等）するとともに、ＳＤＧ

ｓが創出する市場・雇用を取り込みつつ、国内外のＳＤＧｓを同時に達成し、わが国経済の

持続的な成長につなげていくとしている。ＳＤＧｓを自治体レベルで推進していくことに

より、地方創生やさらなる地域経済活性化を実現していくことが目指されている。 
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地方創生における自治体ＳＤＧｓ推進の意義については、自治体をはじめ地域における

ステークホルダーが各々役割を持って、ＳＤＧｓ１７目標及び１６９ターゲットに該当す

る多様な分野の取組、例えば、 

人口減少対策 少子高齢化対策 教育施策 産業振興 雇用対策 社会保障   

男女共同参画 地域の強靭化 財政 税制 福祉 健康増進 コミュニティ再生 

環境保全 防災・減災 

等に連携して取り組むことで、経済／社会／環境の三側面の施策がバランスよく統合的に

推進されることとなる。政策推進の全体最適化や、地域課題解決の加速化といった相乗効果

が得られ、住民が安心して暮らせる持続可能なまちづくりと地域活性化が実現することと

なる。 

 

Ⅳ．本市におけるこれまでの取組 

１．各分野の施策・取組 

①各部各課の施策 

 本市では、ＳＤＧｓの１７目標に該当する各分野における施策をこれまでも実施してき

た。令和元年６月にＳＤＧｓ関連施策調査を実施したところ、１７目標１６９ターゲットに

該当する施策・取組として４１課から１９０施策が報告された（2019 年６月現在）。 

 

 なお、政府の「ＳＤＧｓ実施指針」優先課題⑥「生物多様性、森林、海洋等の環境の保全」に

「地球観測衛星を活用した課題の解決」が掲載されており、本市はＪＡＸＡとの協定に基づくコ

ーナーリフレクター設置やＪＪ－ＦＡＳＴ（ＪＡＸＡとＪＩＣＡの連携により開発途上国等で

運用されている熱帯雨林早期警戒システム）視察研修の受入れによって、こうした課題の解決に

も貢献している。 

 

目  標 該 当 課 施策・取組数 

１ 貧困をなくそう 社会福祉課、商工振興課 4 

２ 飢餓をゼロに 社会福祉課、健康推進課、農政課、学校給食課 8 

３ すべての人に健康と福祉を 国保年金課、くらしの安全課、健康推進課、救急医療課、⾧寿福祉課、環境課、市民スポーツ課、

管理維持課 

22 

４ 質の高い教育をみんなに 未来プロジェクト課、保育幼稚園課、子育て支援課、商工振興課、教育総務課、学校教育課、 

社会教育課 

24 

５ ジェンダー平等を実現しよう 情報政策課、人事課、市民協働課、子育て支援課、商工振興課、広域行政組合庶務課 12 

６ 安全な水とトイレを世界中に 環境課、上水道課、下水道課 6 

７ エネルギーをみんなにそし 

てクリーンに 

未来プロジェクト課、環境課、資源循環課 5 

８ 働きがいも経済成⾧も 未来プロジェクト課、社会福祉課、商工振興課、観光交流課 18 

９ 産業と技術革新の基盤を 

 つくろう 

未来プロジェクト課、商工振興課、都市整備課、建築住宅課、道路河川課 6 

10 人や国の不平等をなくそう 魅力発信課、税務課、課税課、くらしの安全課、商工振興課 6 

11 住み続けられるまちづくり 

 を 

企画課、未来プロジェクト課、管財課、環境課、都市計画課、建築住宅課、都市整備課、 

道路河川課、管理維持課、公園緑地課、社会教育課、危機管理課、衛生センター 

25 

12 つくる責任つかう責任 未来プロジェクト課、魅力発信課、管財課、くらしの安全課、健康推進課、環境課、 

リサイクル推進課、商工振興課、観光交流課、建築住宅課、資源循環課 

16 

13 気候変動に具体的な対策を 未来プロジェクト課、環境課、建築住宅課、道路河川課、管理維持課、危機管理課 8 

14 海の豊かさを守ろう 環境課、下水道課 2 

15 陸の豊かさも守ろう 企画課、未来プロジェクト課、環境課、農林整備課、都市計画課 13 

16 平和と公正をすべての人に 企画課、総務課、くらしの安全課、子育て支援課、議事課 9 

17 パートナーシップで目標を 

達成しよう 

企画課、未来プロジェクト課、市民協働課、商工振興課、議事課 9 

合計 41 課 193 
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②御殿場市子ども条例行動計画 

 ＳＤＧｓが目指す持続可能な地域づくりを実現するためには、市の未来を担う子ども達

が生き生きと輝いて健やかに成長することが不可欠である。平成 28年４月、子ども達を地

域社会全体で育成し支えていくための取組について基本理念を定め、保護者・市民・地域団

体・学校等・事業者・市の役割並びに基本的な施策等を明らかにした「御殿場市子ども条例」

が施行された。さらに、平成 29 年３月には、子ども達の育成に関わる関係者が、それぞれ

の立場と実情に応じて取り組むための行動指針と、市が推進する行動計画から成り立って

いる「御殿場市子ども条例行動計画」が策定された。 

 この行動計画は、関係者のパートナーシップを重視するとともに、食育や環境教育、工場

見学・職場体験、文化・スポーツや発達支援など多分野を含む横断的な計画となっており、

統合性というＳＤＧｓの理念を包含している。本市におけるＳＤＧｓの先駆けといえる取

組である。 

 

 

③エコガーデンシティ構想 

本市では平成 29 年度より、世界遺産富士山の麓にふさわしい、優れた環境と景観の形成

（エコロジー）と産業・経済振興（エコノミー）が好循環するまち「エコガーデンシティ」

の実現を目指す取組を進めている。本市の恵まれた自然・社会条件を活かし、先端技術を 

活用しながら環境と景観の改善に継続的に取り組むことで、地域経済活性化や市の魅力・ブ

ランド力向上の実現を図っている。産学官金から構成されるエコガーデンシティ推進協議

会を組織し（会長：御殿場市商工会長 市（環境課・農政課・農林整備課・都市計画課・都

市整備課・公園緑地課・管理維持課・資源循環課）のほか、企業・団体、有識者、金融機関

など２７団体が参画）、６つの重点項目に基づき１０のプロジェクトを推進している。 
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エコガーデンシティ構想に基づく取組は、環境・経済・社会を統合的に向上させ持続可能

な社会を目指すＳＤＧｓの考え方と合致しており、子ども条例行動計画と共に、モデルケー

ス的な先行した取組となっている。 

 

 

２．御殿場市ＳＤＧｓ推進本部 

令和元年４月、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を本市において総合的かつ効果的に推進す

るため、御殿場市ＳＤＧｓ推進本部が設置された。 

【本部長】市長 【副本部長】両副市長 【本部員】庁議委員（部長級）  
  

（所掌事項） 

(1) ＳＤＧｓの理念に基づく本市の持続可能なまちづくり及びその進捗管理に関する事項 

(2) 市民、企業、各種団体、教育機関等によるＳＤＧｓを推進する取組との連携及び支援に 

関する事項 

(3) その他、ＳＤＧｓの達成に向けた取組及び普及啓発に関し必要な事項 
 

同年５月 10 日には第１回推進本部会議が開催され、本部長により御殿場市ＳＤＧｓ推進

宣言がなされた。 
 

御殿場市ＳＤＧｓ推進宣言 
 

 御殿場市は、地域の多様な関係者とのパートナーシップにより、環境・社会・経済の 

調和のとれたまちづくりに率先して取り組むことで、世界遺産富士山のふもとにふさわ 

しい持続可能な地域社会を築き、わが国や世界のＳＤＧｓ達成に貢献することを宣言し

ます。 

令和元年 ５月１０日    御殿場市ＳＤＧｓ推進本部 

本部長 御殿場市長 若林 洋平  
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推進本部の下部には、所掌事項の細部について検討するため、幹事会が置かれている。 

＜御殿場市ＳＤＧｓ推進幹事会＞ 

幹事長：未来プロジェクト課長 副幹事長：企画課長 

幹 事：魅力発信課長、総務課長、財政課長、くらしの安全課長、市民協働課長、 

社会福祉課長、健康推進課長、環境課長、上水道課長、農政課長、農林整備課長、 

商工振興課長、2020 オリンピック・パラリンピック課長、都市計画課長、 

学校教育課長 以上１７名 

幹事会では、ＳＤＧｓの１７目標の下にある１６９ターゲットごとの関係課を検証する 

作業を実施し、本市ＳＤＧｓの進捗状況について定期的なフォローアップを行っていく。 

 

 

３．ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム 

 本市は、人類共通の課題である環境や超高齢化対応を解決する成功事例を創出し、全国へ

展開・波及させることで持続可能な経済社会づくりの推進を図り、優れた取組を世界に発信

することを目的とした「環境未来都市構想推進協議会」（事務局：内閣府）に平成３０年５

月に加盟した。 

後継組織である「ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」には、平成３０年８月の設立総会

時より加盟している。同団体には現在、 

・地方自治体（都道府県・市区町村）４０１団体 

・関係府省庁１３団体 ・民間企業及び団体５７８団体 ※令和元年９月末現在 

が加盟しているが、同団体は、総会時の研修会や国際フォーラム開催、分科会によるマッチ

ング促進等の活動を行っており、本市もこれに参画することで、ＳＤＧｓに関する情報収集

及び市内外の多様な主体・ステークホルダーとの連携を進めていく。 
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Ⅴ．本市における今後の取組 

１．市が策定する計画や方針にＳＤＧｓを導入 （担当：各課） 

 ＳＤＧｓの１７ゴール１６９ターゲットは多分野を網羅しているため、各課所掌の分野

別計画・方針等を策定する際などにはＳＤＧｓにおける位置づけを確認する等、ＳＤＧｓの

観点を導入することが必要である。 

 既に、前期基本計画実施計画（令和２年度～４年度）及び後期基本計画（2021 年度～2025

年度）策定作業にはＳＤＧｓの観点が導入されており、事業・施策ごとに該当する目標やタ

ーゲットが記載されている。 

 

 

２．情報発信の際にＳＤＧｓアイコンを活用  （担当：各課） 

 市民へＳＤＧｓを普及するためには、各課が事業・行事を実施する際にＳＤＧｓにおける 

位置づけを鑑みてアイコンを活用することが効果的である。これにより市が全庁的にＳＤ

Ｇｓに取り組んでいることが周知される。市が事務局を務める協議会や実行委員会が主催

の場合も同様であり、こうした関連団体を通じて、市民・事業者・団体などのステークホル

ダーに情報発信及び普及啓発が図られる。 

 また、近年、報道機関からも各課事業がＳＤＧｓのいずれに該当するか関心を持たれてい

るため、本市では各課プレスリリース時及び市定例記者会見時にＳＤＧｓアイコンが入っ

た様式を使用している。 
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３．事業・施策を通じて地域におけるＳＤＧｓの取組を推進 （担当：各課） 

 周知・ＰＲのみならず、ＳＤＧｓ１７目標に該当する事業・施策の実施それ自体を通じて

地域におけるＳＤＧｓの取組が推進されていくことが重要である。御殿場市子ども条例行

動計画やエコガーデンシティ構想に基づく取組をはじめ、各課が１７目標１６９ターゲッ

トに該当する施策について着実に実施していくことで、本市の持続可能な地域づくりが推

進されることとなる。 

 実施にあたっては、ＳＤＧｓの実施手段として目標１７「パートナーシップ」が重視され

ていることから、本市の自然的・社会的条件や文化等の地域特性を踏まえつつ、本市ＳＤＧ

ｓ推進本部（本部長：市長）の総括のもと、市民参加と各種団体・企業などステークホルダ

ーとの連携により、必要に応じて民間活力を導入しながら、実効性と意識啓発が高まるよう

に取組を推進していく（後掲「各課に関係するＳＤＧｓターゲット」参照）。特に市内には

2019 年度日経ＳＤＧｓ経営調査において上場企業など国内６３７社中の首位グループ（上

位３位以内）として評価されたリコーなど先進的な企業の事業所が存在するため、こうした

企業との連携による取組を進めていく。 

 また、国のＳＤＧｓアクションプランにおいて、三本柱の一つとして「ＳＤＧｓを原動力

とした地方創生、強靭かつ環境に優しい魅力的なまちづくり」が位置付けられている中で、
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2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会や、2025 年大阪・関西万博を通じた  

ＳＤＧｓの推進が重視されているため、こうした機会をとらえて持続可能で環境に優しい

イベント運営に協力するとともに、魅力ある地域づくりと地方創生の契機とする。 

 

４．普及啓発の実施 

①市民向け普及啓発事業の実施  （担当：未来プロジェクト課ほか） 

 ＳＤＧｓの全体像や考え方については、現時点では市民に広く浸透しておらず、理解が高

まっていないため、各世代の市民に対して普及啓発を継続していく必要がある。また、将来

にわたって持続可能な地域づくりの形成を目指すためには、若者や子ども達への教育も重

要である。 

 環境・経済・社会の各分野に関わる企業・団体との連携により、各行事・イベント・講演

会・フォーラム等の場を効果的に活用し、ＳＤＧｓに関する理解の醸成に取り組んでいく。 

 
 

②企業・団体への普及啓発事業の実施     （担当：未来プロジェクト課ほか） 

「（仮称）御殿場市ＳＤＧｓ推進プラットフォーム」設置 

 本市の特性とＳＤＧｓの観点を踏まえながら地方創生に資する社会課題解決や地域産業

育成を推進するため、市内でＳＤＧｓの１７目標のいずれかに該当する取組を行っている

企業・団体・グループ等を募集し、登録制により、多様なステークホルダーの参画によるプ

ラットフォームを設置する。研修会・講演会・フォーラム等の開催による機運醸成とともに、

ＳＤＧｓの課題解決や産業育成・普及啓発等のための地域におけるマッチングなどに取り

組む。 

 

③市職員向けの普及啓発   （担当：未来プロジェクト課） 

 ①②にあるような市民・企業・団体への普及啓発を効果的に展開していくためには、市職

員自身がＳＤＧｓについて認識を深めていく必要がある。このため、市幹部職員や統括職を 
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対象とした研修会を実施するとともに、全職員を対象とした「ＳＤＧｓハンドブック」を  

作成・活用し、日頃からＳＤＧｓと業務との関連について意識付けを図っていく。なお、  

ハンドブック記載内容は、京都大学大学院地球環境学堂と連携し監修を受けて作成する。 

 

５．市のＳＤＧｓ推進のフォローアップとして、毎年の施策調査を実施 

                        （担当：未来プロジェクト課） 

 本市におけるＳＤＧｓの該当事業や取組の進捗状況などを把握するため、毎年、各課を 

対象とした関連施策調査を実施する。各課の分野別計画における事業・施策の指標とともに、

ＰＤＣＡサイクルによりフォローアップしていく。 
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各課のＳＤＧｓターゲット一覧 
                                     （2019.12月現在）

企画課 11.b 16.7 17.14  ※総合計画

未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ課 4.7 7.1   7.3 7.a 8.4 8.5 8.6 9.2 9.4 9.5 11.2 12.6 12.8 12.a   13.1 13.3

17.6 17.7 17.9 17.14 17.17

魅力発信課 10.7 12.8 ※情報発信

総務課 5.c 16.3 16.6 16.7 16.b

財政課 17.14  ※財政

くらしの安全課 3.6 10.2 10.3 12.1 16.1 16.4 16.b 

市民協働課 5.1 5.2 5.4 5.5 5.c 17.17

社会福祉課 1.2 1.3 1.4   1.5 2.1 1.b 3.4 8.5 8.6   10.2 10.4 12.3

健康推進課 2.1 2.2 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5 3.7 3.8 3.a 12.3

環境課 3.9 4,7 6.3 6.5 6.6 7.1   7.2 7.3 7.a 11.4 11.6    11.b 12.1 12.2 12.3 12.4

12.6 12.7 12.8 13.1 13.2 13.3 14.1 15.1  15.4 15.5 15.7 15.8 15.9   15.a

上水道課 6.1 6.4 6.a   6.b

農政課 2.3 2.4 2.5 12.1

農林整備課 15.1 15.2 15.3   15.4

商工振興課 1.b 1.4 4.3 4.4 5.5 8.1   8.2 8.3 8.4 8.5 8.6 8.7   8.8 8.9 9.2 9.3 9.5 10.4 12.a  17.9

2020オリパラ課 4.7 12.1 12.8 ※オリンピック

都市計画課 11.3 11.a 15.9 15.a

学校教育課 4.1 4.3 4.5 4.6 4.7 4.c

情報政策課 5.b

人事課 5.5

管財課 11.7    12.1

税務課 10.4    17.1

課税課 10.4    17.1

市民課 16.9

国保年金課 3.4

子育て支援課 4.2 5.1 5.2 8.7   16.2

保育幼稚園課 4.2 

⾧寿福祉課 3.d

救急医療課 3.8

ﾘｻｲｸﾙ推進課 11.6 12.4 12.5

下水道課 6.2   6.a   6.b   14.1

観光交流課 8.9 12.1 12.b

市民スポーツ課 3.4

都市整備課 11.7

公園緑地課 11.7

建築住宅課 9.1 11.1 11.c 12.1

道路河川課 9.1 11.5 11.7 13.1

管理維持課 3.6 11.5 13.1

危機管理課 1.5   11.5    11.b 13.1   16.4

会計課 8.10

議事課 16.7   17.17

教育総務課 4.1 4.a 4.b

社会教育課 4.6 4.7 11.4

学校給食課 2.1


